［応募に必要な様式一式］
様式第１　応募申請書
別紙１－１　事業実施計画書（第１号事業用）
別紙１－２　経費内訳（第１号事業用）【Excel】
別紙１－３　カーボン・マネジメント体制の整備に向けた基本方針

別紙２－１－１　事業実施計画書（第２号事業用）
別紙２－１－２（その１）　建屋ごとのCO2排出量削減効果等一覧表【Excel】
別添１　システム図【Excel】
別添２　設備機器導入前後比較表【Excel】

別紙２－１－２（その２）　事業全体のCO2排出量削減効果集計表【Excel】

別紙２－２　経費内訳（第２号事業用）【Excel】
別紙２－３　カーボン・マネジメントの推進方針
別添　事務事業編の概要書

様式第１
番号
平成　　年　　月　　日
一般財団法人　環境イノベーション情報機構
理事長　大塚　柳太郎　殿
申請者　住所
　氏名又は名称
代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　印
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業）応募申請書
標記について、以下の必要書類を添えて申請します。
１．事業実施計画書
２．経費内訳
３．（第１号事業の場合）カーボン・マネジメント体制の整備に向けた基本方針

（第２号事業の場合）カーボン・マネジメントの推進方針
４．その他参考資料
イ）【第２号事業：必須】カーボン・マネジメント体制の整備計画又は事務事業編の概要書及び事務事業編の写し
ロ）【第２号事業】CO2排出効果を算出するための基準年度のCO2排出量の算出資料
別紙１－１

地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業　事業実施計画書（第１号事業用）
	事業名
	　　　　　

	事業実施の
団体名
	

	分類
	

	会計の区分
	

	申請者

（代表事業者）
	代表者

	
	氏名
	役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	事業責任者

	
	氏名
	役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	　　　事業担当者

	
	氏名
	役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	共同事業者

（共同実施の

場合のみ）
	団体名
	代表者

	
	
	氏名
	役職名
	所在地

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	＜１．事業の内容＞

	１）次の①～③の区分に当てはまるものの番号に○を入れてください。
①事務事業編を日本の約束草案（平成27年７月17日地球温暖化対策推進本部決定）※の目標等と比べて遜色ないものとして策定・改定する事業であること。
②事務事業編に基づく取組が現行のものと比べて大幅な強化・拡充となるものであること。
③カーボン・マネジメントを行う体制の整備・強化に向けた調査・検討を行う事業であること。
２）事業者の事務及び事業（事務事業編）における温室効果ガス（特にエネルギー起源CO2）総排出量の把握
３）事業者の事務及び事業（事務事業編）における温室効果ガス（特にエネルギー起源CO2）総排出量の分析
４）調査対象施設の規模及び施設内の主な設備機器の把握
＜調査対象施設の規模＞
（A） 建築物の用途
（B） 延べ床面積（㎡）・築年数（年）
（C）2015年度におけるエネルギー（電気（kWh）・ガス（㎥）等）の年間の使用量
＜施設内の主な設備機器＞
５）事業の目的

６）事業の内容
７）事業のスケジュール
＜交付申請の時期＞
＜入札・契約の時期＞
＜役務契約の履行期間＞


	＜２．実施体制等＞

	１）実施体制

２）資金計画


	＜３．事業実施に関連するその他の事項＞

	１）国の環境モデル都市等への選定状況

２）他の補助金との関係

３）許認可、権利関係等の調整状況



	＜４．確認事項＞

	公募要領「Ⅰ．補助金の目的及び内容」「２．対象事業の要件」の他、今後、環境省が実施している地方公共団体を対象とした「地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査」に誠実に毎年度回答することを承諾の上、本申請書を提出します。
チェック欄

□
（←内容を確認し、承諾する場合、左欄に「レ点」でチェックを入れること。）


別紙１－３
カーボン・マネジメント体制の整備に向けた基本方針

申請者（　　　　　　　　　　）は、標記の基本方針について、次のとおり取り組みます。

１．カーボン・マネジメント体制について
１）カーボン・マネジメント体制

２）カーボン・マネジメントの対象施設
３）職員意識の啓発や関係団体への協力要請
＜職員意識の啓発＞
＜関係団体への協力要請＞

４）実施方法・評価・改善
２．エネルギー起源CO2排出量の削減目標について

＜2013年度の事務事業編におけるエネルギー起源CO2排出量＞

＜2030年度の事務事業編における2013年度と比較したエネルギー起源CO2排出削減量（t- CO2）・削減率（％）＞

３．設備機器の新規整備及び更新に関する計画や省エネ機器の導入基準について
＜設備機器の新規整備及び更新に関する計画＞

＜省エネ機器の導入基準＞
別紙２－１－１
地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業　事業実施計画書（第２号事業用）
	事業名
	

	事業実施の
団体名
	

	分類
	

	
	

	会計の区分
	

	申請者

（代表事業者）
	代表者

	
	氏名
	役職名・氏名
	所在地

	
	
	
	

	
	事業責任者

	
	氏名
	役職名・氏名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　事業担当者

	
	氏名
	役職名・氏名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	共同実施者

（共同実施の

場合のみ）
	団体名
	代表者

	
	
	氏名
	役職名
	所在地

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	＜１．事業の内容＞

	１）設備の導入に関する事項（概要）
（A）目的・目標
（B）設備機器・システムの特徴
２）事業実施場所の地図

３）事業対象施設



	＜２．エネルギー起源CO2排出削減効果＞

	１）エネルギー起源年間CO2排出削減量、削減率

（A）設備導入による年間CO₂排出削減量（t-CO2/年）・削減率（％）（数値の根拠：別紙2-1-2（その２） ロ・ハ）
（B）設備導入以外の運用改善による年間CO2排出削減量（t-CO2/年）・削減率（％）（数値の根拠：別紙2-1-2（その２） ホ・ヘ）
（C）取組全体の年間CO₂排出削減量（t-CO2/年）・削減率（％）（数値の根拠：別紙2-1-2（その２） チ・リ）
（エネルギー起源CO2削減効果の算定方法）
本事業のCO2削減効果の算定方法（Ⅰ、Ⅱ）について、該当するものに○をすること。
Ⅰ　補助事業者独自の算定方法の場合
Ⅱ　「ハード対策事業計算ファイル」使用の場合
（事業終了後の効果計測方法）
２）費用効率性
補助対象経費支出予定額・・・a（別紙2-1-2（その２） イ）
設備導入による効果・・・b（別紙2-1-2（その２） ニ）
運用改善による効果・・・c（別紙2-1-2（その２） ト）
費用効率性（円／t-CO2）・・・a/(b+c)（別紙2-1-2（その２） ル）


	＜３．環境省指定先進的高効率設備機器導入比率＞

	d
e
f
環境省指定先進的高効率設備機器の機器費（税抜）合計

[千円]

補助対象設備機器の機器費（税抜）合計

[千円]

環境省指定先進的高効率設備機器導入比率

d/e×100
[％]



	＜４．取組の先進性等＞

	１）取組の先進性・モデル性


	＜５．実施体制等＞

	１）実施体制

２）資金計画


	＜６．事業実施に関連するその他の事項＞

	１）国の環境モデル都市等への選定状況

２）他の補助金との関係

３）許認可、権利関係等の調整状況

４）環境への影響に関する事項

５）設備の管理責任者



	＜７．事業実施スケジュール及び補助金希望額＞

	１）事業の実施スケジュール
＜複数年度にわたる事業を希望する場合＞
＜交付申請の時期＞
＜入札・契約の時期＞
＜工事契約の履行期間＞


	＜８．確認事項＞

	公募要領「Ⅰ．補助金の目的及び内容」「２．対象事業の要件」の他、特に第２号事業開始後にCO2排出削減目標（算定に当たっては、一定の安全率を見込むことは可。）の達成が難しい見込みとなった場合は、CO2排出削減量・削減率の計算過程での錯誤が理由であっても、交付決定後に補助金の全部又は一部が受給できなくなったり、補助金の一部を返還する必要が生じたりすることがあり得ること、また、今後、環境省が実施している地方公共団体を対象とした「地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査」に誠実に毎年度回答することを承諾の上、本申請書を提出します。
チェック欄

□
（←内容を確認し、承諾する場合、左欄に「レ点」でチェックを入れること。）


別紙２－３
カーボン・マネジメントの推進方針
申請者（　　　　　　　　　　）は、標記の推進方針について、次のとおり取り組みます。
１．事務事業編の策定状況等
１）事務事業編の策定状況

策定済み（策定時期：平成　　　　年　　　　月）

策定に向けて検討中（策定予定時期：平成　　　　年度）

２）対象事業の事務事業編における位置付け
位置付け済み
位置付けに向けて検討中（策定/改定予定時期：平成　　　　年度）

２．カーボン・マネジメント体制の整備計画等
１）カーボン・マネジメント体制の整備計画

２）CO2排出削減の目標設定

３）カーボン・マネジメントに係るノウハウの普及方針

４）補助対象施設・設備に対する運用管理体制
３．事業実施によるエネルギー起源CO2排出削減以外の効果
別添（別紙２－３）
事務事業編の概要書
１．基本的な事項
	（1）
	計画期間
	

	（2）

	現状分析
（温室効果ガス総排出の把握・分析）
	

	（3）
	・目標
（エネルギー起源のCO₂削減量・削減率）
・目標の算出法

	

	（４）
	目標に向けた主な実施項目・内容

	

	（５）
	その他実施に関し必要な事項

	


２．特徴的な事項（独自の取組みなど）
	（1）

	
	

	（2）

	
	


